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　独占者はもし，AC曲線が与えられたとすると，労働の限界純生産性（労
働1単位を雇用増加することによって得られる収入増，即ち，限界収入と考
えてよい）が，限界費用（労働1単位の雇用増によって負わなければならない
費用）に均等する点まで生産する。第5図では，OQエだけ労働者を雇い，賃
金をP2Qi（一〇W2）しか支払わない。ちょうど，この点でMNP＝mcとな
り，貿手の独占利潤としてW2P2P4W4を確保する。もし，他の条件を一定と
仮定して，買手が純粋競争的であれば，売手間の純粋競争に対応して個別供
給曲線，すなわち，平均費用曲線が市場価格W3で水平となり，ANPの極
大点（すなわち，最も効率的な生産規模水準）で生産が行われる。その時，
雇用量はOQ2，価格はP3Q2で，　MNP・・＝mcかつANP一・ACとなり，個別
　　　　　　　　　　　（23）及びグループ均衡をみたす。
　以上の買手独占の分析にとって決定的な点は，買手が独占力を持つという
ことは右上りの要素の供給曲線（AC）　が買手に対して与えられるという点
である。この想定は一方の極をなすもので，他方の極は売手，即ち，労働組
合の力が非常に強く，買手が独占力を持ちえないか，又は，無視出来るほど
小さいと想定することである。これはすでに分析して来た売手独占の場合で
あって，このケースでは売手に対して需要曲線（MNP）が与えられるのであ
る。このMNPに対して，限界収入はMMNPで，売手は限界費用（mc）＝
限界収入（MMNP）の点まで生産し，価格Q3P5，供給数量OQ3で組合は極
大所得をえるであろう。しかし，価格P5Q3では明らかに企業は一単位平均
：P5P7の損失をこうむり，生産活動はおこなわない。売手はこの様な組合の要
求はのむことが出来ず，P7P6P2P4の領域内におしとどめようとするであろ
う。しかし，その領域内のどの点で価格，数量が決定されるかはお互いの力
関係，或いは反応の仕方によって相違し，確定解はえられない。　もし，この
（23）　J．ロビンソンは自由参入を仮定し，この個別及びグループ均衡の両者をみたす
　場合，完全均衡（full・equilibrium）と呼んだ。　（」．　Robinson，〔16〕PP．93～4，
　250．）
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様に問題の性質をつきつめていくと，我々はすでに独占の問題を超越して寡
占（双方独占）の領域に足を入れているのである。そして，寡占の特質は，
個別需要曲線及至は個別供給曲線が自分の政策とは独立して与えられている
とはみなしえない所にある。この点については第Vで詳しく論ぜられるであ
ろう。
　次に一人の独占者がおり，生産物（x）を，投入要素として労働（n）の
みで生産し，生産物及び要素市場で独占力を持ち，かつ，生産物の買手及び
要素の売手は独占力を持たない最：も簡単な場合を考え，モデル分析塗してみ
よう。そして、生産物市場と要素市場の連関を明らかにしよう。
　（1）p－f（x）　　需要函数（平均収入曲線）
　②　x＝9（n）　　生産歯数
　（3）R・・px　　　　総収入
　（4）C・＝wn　　　　総費用
　（5）w＝＝　h（n）　　要素の供給曲線
　（6）　π；R－C　　　　利潤
　　p；価格，x；産出量，　n；労働量，　w；賃金。
　（1）～（5拭の下で（6）式を極大にする。
　（生産物市場）
塞「鴇・＋・一｛書一・
　　　　　　　，（i＋f）　一g－9　一8ti｛w　（i＋一if）｝
　　e；需要の弾力性，E；供給の弾力性。
但し・・一黶E÷〈・・E一器・÷〉・・
　　∴　MR－MC　の点で数量決定。
二階の条件は限界収入が限界費用より逓減的であること。
　　　　　　　　　　　MC　　∴独占価格　P－　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　1十一　　　　　　　　　　　　e
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　（要素市場）
　　審一農ぎ・＋・9・一（器・・＋w）一・
　　　　　　　pg’（　1　＋1／e）　一w（　1　＋1／E）
　　　　　　g’　｛p　（　1　＋1／e）｝　一＝　w（　1　＋1／E）
　　　　　　　　　　MNP＝MC、　　MC．；労働の限界費用
　二階の条件は限界純生産性が限界費用より逓減的であること。
　要素供給及び個別需要曲線が完全に弾力的ならば（E→。。，e→・。），
　　　　　　ノ　w ＝＝　pg
となる。すなわち，賃金は限界生産物価値に等しい。要田市場では完全に弾
力的だが，生産市場では独占の場合（E→。。，e　＝＝負の有限値）
　　　w　：＝　pg’　（1　十1／e）
となり，賃金は限界生産物価値より（pg’Xl／e）だけ少なく支払われる。　J・
ロビンソンはこれを労働に対する独占の搾取（monopolistic　exploitation　of
labor，〔16〕pp．282～3．）と名ずけた。次に，（Eコ正の有限値，　e　一“一。。）
の時，
　　　w　＝＝　pg’／（　1　＋　1　／E）
となり，賃金はpgtよりpg’×1／（1＋E）だけ少ない。この買手市場にお
’ける限界生産物価値からの乗離を，労働に対する貿手独占の搾取　（monop－
sonistic　exploitation　of　labor，　i　bid．，　pp．294～5．）と名ずけた。
　通常，売手独占は，特定の生産要素に対して，買手独占であることを内包
してしている。その結果，（E＝正の有限値，e＝負の有限値）　となり，そ
の場合は，
　　　w　＝＝　pg’　（1　＋1／e）　／　（1　＋1／E）
となる。独占市場を形成する特定産業において，生産物の需要及び要素の供
給が非弾力的になればなるほど，賃金とpg’のギャップは大きくなり，それ
に対比して，生産物の価格は高くなる。J．ロビンソンはこの間の事情を次
の様に述べている。　（J．Robinson〔17〕P．76）。
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「かくて，総生産物にしめる労働者の分け前は，独占と買手独占の上下の
石うすの間ですりつぶされる。」と。
　むろん，労働以外の生産要素に関しても，各々の弾力性に結びつけ，同様
　　　　　　　（24）なことがいえる。一般に，独占は生産物市場で搾取し，各々の生産要素市場
でも搾取を強化しようとする。その可能性を与えるものは市場構造の独占的
要因にほかならない。我々はここで，改めて独占問題を考えるにあたり，独
占と競争の力を再認識しなければならない。そして，現実の市場構造の実証
分析こそ，価値論の基礎であり，一歩進め，政策的提言をはかろうとするな
らば，競争力の評価こそ，その根底をなすということを，明確に認識しなけ
　　　　　　　　　　　　　　　　（25）ればならないのではないだろうか。
（24）独占理論に関する一般化は本文末の数学注を参照されたし。
（25）　尚，独占的市場構造に対して，競争力の導入をはかることがいかに重要であるか
　　という考零方を一貫して追求しているのが産業組織論であるといってもよい。しか
　　し，こうした考え方に対して，独占に対しては独占を，という対応でもってその弊
　　害をかんわしようという考え方がある。この考え方の原流は，古くはエッジワース
　　の双方独占モデル（〔5〕）をよりどころとしているように思われるのであるが，
　　ある意味で，ミ万国の労働者よ，団結せよ／ミと叫んだマルクス（もっともマルク
　　スは革命のために云ったのであるが）もこの一人と考えてよい。或いは，革新の理
　　論が経済発展の基調であると主張し，静態的均衡モデルに対して否定的見解をとる
　　シュムペーター（例えば〔19〕）や，新しくは，countervailing　powerを唱導す
　　るガルブレイス（〔6〕）もこの潮流の主要な人達である。これらの見解を批判せ
　　ずして，産業組織論の見解を支持するのは，いささか片手落ちのきらいもあるが，
　　私の考えでは，これらの見解を系統だてて批判するには，周到な歴史的検討と理論
　　的前提に対する慎重な配慮が必要であって，むしろ，稿を改めた方がよいと考えて
　　いる。従って，本論ではふれないことにする。
一　llO　一
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　《純粋独占理論の一般化に関する数学注》
　1．結合生産のケース
　生産する財はn個。独占者は各々の財に対して独占力を持つが，各々の財
は互いに独立と仮定する。即ち，独占者の個別需要函数は
　　　∂Xi．　Pi　　　　　　　　　　　∂Xi
　　　　　　　d11＝Σ（MR，　一MC，）dXi＝O
　　　　i＝1
となり，任意の財の増分に対して上記の式が成立するためには
　　MR，＝＝MCi（i＝＝1，2，一・，　n）
をみたさなければならない。二階の条件は，すべての限界収入が，
応ずる限界費用より逓減的であればよい。
　このケースで，特殊な場合は差別価格のケースである。
費用函数が同一で，かつ，生産物の質は同一と考えてよい。
数は，
　　C＝C（X1＋X2＋……＋X。）
　　　　ロとなり，ΣXi　＝Xとすれば，
　　　　i＝1
　　c＝c（X）
となる。それ故，
　　Mq一響・三一響一MC（・一・，……，・）
となり，全ての限界費用は同一となる。故に，極大条件は
　　　　　　　　　　　　　　　一1工1一
　　Pi＝　fi（Xi　）　　（i＝・：1，2，・・…・，　n）
と仮定する。生産物に関して代替可能な費用函数を想定し，
　　C・＝C（X1，X2，……，　X。）
とすれば，極大利潤を求める独占者は利潤（π）
　　　　ロ　　∬＝ΣPi　Xrc（Xl，　x2，…，　x・）
　　　i＝1
を極大化する。即ち全微分をすれば
…一CtL｛（無＋Pi）一調「｝・x・・一・・
P、（9ptLi．S，＋1）一MR、，生一MCbと劃ば，（3｝式は
（1）
（2＞
（3）
　（4）
それに対
差別価格の場合は
　それ故，費用函
（2）t
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　　MRi＝MR2＝　’’’’”　＝＝　MRn＝　MC
となる。
　ところで，個別需要函数が（1）のケースに妥当すると想定される市場構造は
非常に特殊なものである。結合生産物は需要に関して相互に代替的であった
り，補完的であったりする。この粋な場合，（1）の個別需要関数は次の様に変
化すると考えられる。
　　Pi　＝fi　（Xl，　X2，　’’’’”，　Xn）　（i＝1，　一・一一E，　n）
〈1）tの下での極大条件は次の様に変化する。
隆｛Pl（・＋÷）＋継・………＋卸一M？
画舞1∴嬰∴∴＋÷）。Mこ
　もし，i財とj財が互いに独立であれば，
ん，完全競争市場ならば，価格は市場で決定され，
・n）。独占的結合生産の場合，
この∂pi／∂xjを交叉係数（cross－coefficient）と呼び，
命題にまとめた（Hicks〔9〕p．367）。
　1）　i財とj財が消費に関して競争的ならば，
なり，MRをより下落させ，一層，　Xjの生産を制限的にする。
　2）　i財とj財が補完的ならば，
より増大させ，Xjの生産制限をゆるめる。
　　　axl　JXri　J　axl　」L6　i　i　axl
（1）’
（4）’
　　　　　∂Pi／∂Xj＝0（i≒」）。　もちろ
　　　　　　　　api　／axj　＝＝　o　（i．　ji－1，　・・
∂Pi／∂X」は0以外の値をとる。ピックスは，
　　　　　　　　　この影響を次の三つの
∂P量／∂Xj＜O（i≒j）と
∂Pi／∂Xj＞0（i≒j）となり，　MRを
3）並。、＋並。，＋＿…＋曳瓦≧MC1劉なれば，たとえ，　Xlを
捨てるか，又は，無償で提供しても，xユの一定量を生産することは有益であ
る。このケ…N一スは決してめずらしいケースではなく
と呼ばれているものは，この項目の下に入る。
　2．要素市場との関係
　生産函数を
　　　　　　　　　　　　　　一1ユ2一
通常，広告又は販売費
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　　x＝9　（a1，　a2，……，　am）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
と仮定し，要素の供給函数を
　　Wi・．　hi（ai）　　（i＝1，2，……，　m）　　　　　　　　　　　　　　　（6）
と仮定する。むろん，xは独占商品である。
この様な制約の下での極大条件は
　　　　　　の　　ll・＝px一ΣWi　ai
　　　　　　i＝1
を全微分し，0とする。すなわち
　　・∬一（農・＋・）・・一郭（讐一）・・一・　　（・）
・・は（・）式より，・・一陣・・となり，・れを（・）式に代入し・（慕・＋・）
一思（等四一職・書きかえれば・（・）式は
　　　　　Σ（MR・g’rMC、i）dai＝O
　　i＝1
となり，任意のdaiについて上式が成立するためには，
　　MR・g’i　＝MC。i（i　・・1，……，　m）　　　　　　　　　　　　　（8）
1（8）式を満たさなければならない。即ち，各々の要素の限界純収入は各々の要
素購入の限界費用に等しくならなければならない。二階の条件は各々の限界
収入が限界費用より逓滅的であればよい。
　次に結合生産の場合を考えよう。まず結合生産の中でも，特に生産物の代
替が許されない，きわめて技術的にrigidなケースを考えよう。結合生産物
1単位当りの技術的に固定された個々の財の組合せを（X＊1，X＊2，……，　X＊，）
とすれば，生産函数は
　　（x1，　x2，……，　Xn）＝9（a1，　a2，……，　am）（x＊1，　x＊2……，　xn＊）　　　　（9）
となる。生産物の需要函数は（1）’式，及び，要素の供給函数は
　　Wi・．　hi（al，……，　am）　（i＝1，……，　m）　　　　　　　　　　　　（1①
｛10）式のように一般化された函数を想定しよう。（1）’，⑨，ao）の制約下にあるこ
のモデルの利潤（∬）は
　　　　　　　　　　　　　　　　　ロコ　　IT＝Σpi　x一ΣWj　aj
　　　i漏1　　　　　j＝1
となり，（a1，……，　al。）の函数となる。さらに，（9）式の特性より，限界生産
　　　　　　　　　　　　　　　一　l13　一
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物（g’1，g’2，……，　g’m）のベクトルは
　　／∂X1　∂X2　∂X，
　　　∂a1　　　∂al　　　　　∂al
　　　i＿＿．＿＿．i　　　　　　　　　　　　　　（ID
　　　∂Xl　∂X2　　∂X。し
　　へ　　　　　　　　　　ヘ　　コ　　リ　　　　　　ロ　　コ　　　　　　　　　∂am　∂am　　∂am
ω式のマトリックスに，（1）’の需要函数の採用により，MRは（MR’ユ，　MR’2．
…一 g一CMR’，）のベクトルに，働式の要素供給函数の採用により，
（MC、1，……，　MCam）は
　　M・）・al－MC・1＋器＋一・・…讐妬
　　　：　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　（12）
　　M・’a・畷a1＋｛籍・・＋一・…＋M・）・m　　し
働式の（MC’。L……，　MC’。m）のベクトルにかわる。
　⑫式について，若干の補足説明をしておこう。
　今，∂Wi／∂aj（i≒j）をピックスにちなんで，要素供給の交叉係数と名ず
けよう。この要素供給の交叉係数は財の需要に関するピックスの三つの命悪
の逆命題を満す。即ち，1）要素供給に関して，i財とj財が競争関係にある
ならば，∂Wi／∂aj＞oで，生産は制限的に，2）補完関係にあれば，∂Wi／∂aj〈
・で・壁を拡大的・…うに・次の（1燦先どりすれば・・）拷管・≧、薯
職毎≧・ならば両撫償で慰されても，蝶はa1の一趨を・
えて需要しない。このee　3の命題に妥当する要素は，流行の言葉でいえば，
環境や空間という要素が妥当するかもしれない。
　さて，以上の諸検討より，極大条件は，
　　＿亟L．＿．．＿亟L　MR’1　　MC’、1
　　　∂a1　　　　∂a1　　　　　・　　　　　　　　・
　　　i　　i　i－　i　　　　　　　a3）
　　　∂k、　　∂文，　　i
　　可”…’凧「　MR’。　　MC’am
　　　　　　　　　　　　　　　－U4　一
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a3＞式となり，きわめて複雑な形となる。二階の条件は形式的には，各々の限
界収入は限界費用より逓減的であればよいといいうるだろう。
　次に，生産函数，需要関数，要素の供給関数をさらに一般化しよう。
　まず投入要素を負の値として，記号を（X。＋1，X。＋2，……，　X。＋tn）に要素価
格を（p。＋1，p。＋2．……，　p。＋m）に書きかえる。
　次に生産物の需要函数及び要素の供給函数をより一般化し，
　　PL　＝＝fi　（Xl，　一’’’”，　Xn，　Xn＋m’’’’”，　XnL’＋m）　（i＝1，’’”一’，　n＋m）　（14）
（14）式と仮定する。iが1か年nまでは生産物の需要函数，　n＋1からn＋m
までは要素の供給函数を示している。
　さらに，生産関数をあらゆる財の変換が認められる形で定義し，
　　G（x1，　x21……，　x。＋m）＝0
個式と仮定する。
　従って独占者は，（14＞式，㈱式の諸条件の下で，利潤，
　　　けキ　　　∬一ΣPi　Xi
　　　　　ニユ
を極大化する。極大条件の求め方は，（14＞式をU6）式に代入し，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　むグランジェ乗数を用いて求めると，まずx1に関しては，
器一｛（毎x1＋P1）＋毎・・＋一・・畿：・x・＋・｝一・・G，一・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂島
かえれば，上式のx1に関する極大条件は，
　　R1一λG1瓢OI
と表現出来る。従って，極大条件は㈱式と
　　Ri－NG，＝0　（i＝1，……n＋m）
となる。Nを消去すれば，（17拭は
　　Ri／Rj＝Gi／Gj（i，　j－1，……，　n＋m）
（15）
（16）
㈱の制約式にう
となる。λはうグランジェ乗数・G1＝一蕊・である。｛｝の中をR1とおき
（IT
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　（18）
となる。Gi　IGjは偏微分の定義より限界変換率に等しい。即ち，⑯式は
Ri／Rj＝Gi　IGj　＝一scti　（i，　j＝！1，・一・…，　n＋m）　（19），
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式となる。R，を一般化された限界利潤と名ずけるならば，任意の二財の限界
利潤比は限界変換率に等しいということである。二階の条件は，ΣΣ（R，「λ
Gii）dXi　dXj＜0，であればよい。むろん，この性質は市場と生産技術の条件に
依存するのであって，一般的には何もいえない。
　この一般化された限界利潤という概念は，あらゆる財の間の変換関係がみ
とめられている生産の技術条件の下で，市場の情報が完全にキャッチ出来れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もし完全競争とは，あらゆる市場条件を包括しうる極大条件の概念となる。
いう条件下ならば，（19）式は
音一G／Gr毎 （2Q）
となり，完全競争均衡の必要条件に＝致する。Xjを生産物，　Xiを投入要素と
考えるならば，限界生産力説となる。
　もし，Pi＝fi（Xi），
生産物ならば，
（i＝1，……，n＋m），
　　　ac
という条件の下で，XiとXjが
MRi／MRj－MC，／MCi　＝＝＆’，　／一6agli．一一一一Zi’ii－1　，　（i－1，　・…一・，　n）　，　し
なり，、（4）の式を内包する。全く同様に，⑯式は四ノの式をも内包していること
は自明であろう。Xjが生産物で，　Xiが要素ならば，（19）式は
　　MG　IMRr毎
となり，ロビンソン・ピックスの条件，即ち，限界純収入（限界価値生産物）
一限界費用の条件をも含む。生産物と要素の関係に関するロビンソンの搾収
の議論は，（19）式ではRi，Rjの様な変形をうけるが，市場連関の反作用を通
じて，Ri／Rj＞Pi／Pjの関係を逆転させない限り，依然として妥当する。
　我々は，Xi，Xjがともに生産物であれば，限界利潤比は生産物の限界代
替率に一致す・・とをすでに弗もし，R，／R、〉一三ならば，より搾
取の多いi財をより多く生産し，搾取の少ないj財の生産を縮下する。　しか
しながら，興味あることは，個々のRi，Rjが，　O＜Ri，Rj≦Pi，　Pjである
としても，Ri／R」とPi／Pjの大小を比較することは出来ないということであ
一1工6一
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る。もし，Ri　IR」一Pi　IPjならば，果たして完全競争基準に一致するのだろ
うか。この点を明確にするためには，要素sとの関係をみなければならな
い。我々はすでに検討した如く，任意の要素sに関しては，R、／R、〉」≧一，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　pi
R，／Rj＞」亙が優勢であるが故に，生産物のi財，　j財部Pヨでは，ともに完
　　　　pj
全競争水準より要素sの雇用量を少なくする。それ故，たとえ，Ri　IR」一」L
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　pj
であったとしても，単に生産物の限界代替率が独占下においても，完全競争
下においても同一であるということを示しているにすぎず，正確には，独占
下においては，完全競争下に比して，過少雇用の下で，同一の，生産物の限
界代替率を保っているに過ぎない。この様な均衡点は，消費者及び要素供給
者に対する独占の搾取の上に成立し，かつ，独占企業の多角化は資源の不完
全利用を蔓延させるであろうことが，一般的に証明されるであろう。
　最後に，Xi，　Xjがともに投入要素なら，限界利潤比は変換率，即ち，要
素暇界面率に一致す・・R，・IRI＞一ﾒ一ならば，より高価点訳jの購
入を減少させ，より安価な（買手独占の搾取の多い）要素iをより多く投入
する。独占下と完全競争下の要素の限界代替率に関しても，生産物の限界代
替率に関して検討したことと，類似の関係が成立る。限界代替率が，双方の
競争条件下で同一であったとしても，各々任意の生産物rに関係させること
によって，要素供給者i，　j，が受けとる収入は，独占下においては，完全
競争に比して間違いなく少くなるであろうことが理解されるだろう。
　以上の純粋独占の分析を通じて残された問題に一言を付しておこう。
　我々は，独占のモデル分析を通じて，独占者が，生産物及び要素，供給函
数，及び，生産技術に関する正確な情i・P侵を持ちうるならば，以上の直な複雑
なシステムの計算を通じて，独占利潤を極大化しうる生産活動の水準と方法
を決定するであろうことを，検討した。　しかし，その様な多様な情報を正確
にかつ敏速に処理しうると回れが保証しうるのか？　この問題をぬきにして
は，我々は組織というものを理解することは出来ない。むろん，完全競争下
においては，価格は11ゴ場で決定され，個々の売手に対して，客観的に所与と
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されていたが故に，この様な困雑な仕事は免れえた。しかし，最も単純な純
粋独占者ですら価格に対する支配力をえた代りに，この様な困雑な仕事を同
時に背負わされたのである。寡占になれば，さらに競争者及び，潜在的参入
者がパラメーターとして入ってくる。さらに動態化すれば，将来価格の予想
及び技術条件が変数として導入されなければならない。　しかも，この困雑を
打開する為の独占的企業の方策は我々の理論仮説と異った仮定に立脚してい
ると考えられる。この非現実的な認識方法は今や問題とされなければならな
い。
　冷，仮に，分析の方法を逆にすればどうだろう。即ち，その様な多量で，
2大な情報を正確に把握し，分析することは不可能とした場合，独占者はい
かなる行動をとるであろうか？独占者は次善の手段として，経営組織を専門
化させ，経営機能を高めようと努めるであろう。　しかし，機能の分化は，逆
に組織体として統一一を保つために，調整のメカニズムを必然とする。それは
いかなる形でどの様に行なわれるか？次に考えられる事は組織体の防衛手段
の開発と一番安全な組織形態への移行である。それは，いかなる手段でいか
にして行うのか？　さらに，最も平凡な行動は，政策に対する粘着である。
又，価格政策から非価格政策への転換である。　しかし，外的条件が変化した
時，いつ，いかなる手段でもって，どの様に政策を変更し，適応をはかって
いくのだろうか？
　上記のフォーミュレーションは何らこれらの問題に答えることは出来な
い。ここで想定した独占者とは，つまるところ，神の如き存在か，さもなく
ば，現実の独占者を，組織問題をぬきにして，単に，形式的抽象的に記述し
たにとどまるであろう。
　最後に，結合生産の生産函数について，二階堂副包教授から有益なアドヴ
ァイスをたまわったことを印すとともに，心から教授に感謝するしだいです。
尚，限界変換率については，黒岩教授（r厚生経済理論』PP．36～52）のす
ぐれた解説があるので，参照されたし。
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